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１ 電気通信番号制度の概要
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電気通信番号制度の概要 2

令和元年に施行された電気通信番号制度により、電気通信番号を使用するすべての電気通信事業者は、電気通信
番号使用計画の認定を受けることが必須。
総務大臣は、番号の種別、番号の使用条件等を定めた電気通信番号計画（総務省告示）を公示。

電気通信番号計画（番号の使用条件等）

電気通信
番号使用計画

標準使用計画

利用者

■総務大臣

■事業者

電気通信
番号使用計画

番号の卸提供

利用者 利用者

番号

認定 認定 みなし認定指定

番号の指定を受けない事業者

番号の指定を受ける事業者

■利用者

認定認定

番号の使用形態が卸元と異なる 番号の使用形態が卸元と同じ

主に固定電話番号を
使用した電話転送役
務を提供する事業者
が該当。
ただし、単純再販のみ
の事業者はみなし認
定の対象。

NTT東西、MNO※1

MVNO※2等が該当

主に単純再販事業者
（MVNO・FVNO※3）

が該当

※1 MNO (Mobile Network Operator)
無線局を自ら開設・運用して移動通信サービスを
提供する電気通信事業者

※2 MVNO(Mobile Virtual Network Operator)
自ら無線局を開設・運用せず、MNOの提供する移動
通信サービスを利⽤して、移動通信サービスを提供
する電気通信事業者

※3 FVNO(Fixed Virtual Network Operator)
既存の固定電気通信事業者のネットワークインフラ
を利⽤して、利⽤者に固定通信サービスを提供する
電気通信事業者

（標準使用計画と同一の）
番号使用計画
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電気通信番号計画（令和元年総務省告示第６号）

電気通信番号の使用に関する基本的事項を総則として規定し、個別事項として電気通信番号ごとの使用に関する条件を規定。
（個別事項の規定抜粋）

主な電気通信番号の種別
電気通信番号の種別 構成 指定数
固定電話番号 0AB～J 23,102万

付加的役務電話番号
着信課金機能0120 99.1万
着信課金機能0800 291万
統一番号機能0570 11.1万

音声伝送携帯電話番号 070/080/090 25,940万

データ伝送携帯電話番号 020C (11桁) 4,560万
0200（14桁） 3,690万

特定IP電話番号 050 2,427万

（令和6年３月末時点） 認定事業者数
認定事業者の種別 事業者数

電気通信番号の指定事業者 59
電気通信番号の非指定事業者 105

みなし認定事業者 1140

（令和6年３月末時点）
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電気通信番号の種別 電気通信番号の構成 代表的な例等

利
用
者
設
備
識
別
番
号

固定電話番号 ０ＡＢＣＤＥＦＧＨＪ ー
付加的役務電話番号 ０ＡＢ０ＤＥＦＧＨＪ(Ｋ)

（ABは12,17,18,57,80(Kあり),99）
0120（フリーダイヤル）、
0570（ナビダイヤル）

データ伝送携帯電話番号
０２００ＤＥＦＧＨＪＫＬＭＮ
０２０ＣＤＥＦＧＨＪＫ
（Cは0,4を除く）

ー

音声伝送携帯電話番号
０７０ＣＤＥＦＧＨＪＫ
０８０ＣＤＥＦＧＨＪＫ
０９０ＣＤＥＦＧＨＪＫ
（Cは0を除く）

ー

無線呼出番号 ０２０４ＤＥＦＧＨＪＫ ー
特定ＩＰ電話番号 ０５０ＣＤＥＦＧＨＪＫ

（Cは0を除く） ー
ＦＭＣ電話番号 ０６００ＤＥＦＧＨＪＫ ー
特定接続電話番号 ０９１ＣＤＥ…(13桁以下) ー
ＩＭＳＩ ４４０ＤＥ…(15桁)

４４１ＤＥＦ…(15桁) ー
事
業
者
設
備
等
識
別
番
号

事業者設備識別番号
００ＸＹ／００２ＹＺ
（Xは0,2,9を除く。） 0036（NTT東）
００９１ＸＹ

付加的役務識別番号 １ＸＹ(3桁以上) 117（時報）、177（天気予報）
緊急通報番号 １１０／１１８／１１９ ー
国際信号局識別番号 １００…(2進14桁) ー
データ通信設備識別番号 ４４…(14桁以内) ー
メッセージ交換設備識別番号 …(2~16オクテットの符号) ー
プレフィックス ０又は０１０ ー



固定電話番号（利用者設備識別番号） 5

項目 内容
利用事例 固定電話サービス
番号構成 ０ＡＢＣＤＥＦＧＨＪ
令和４年度末の使用状況

番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

19者 ※ 五十音、A～Z順

㈱アイ・ピー・エス・プロ、アルテリア・ネットワークス㈱、
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱、㈱エネコム、大江戸テレコム㈱、
㈱オプテージ、㈱三通、ソフトバンク㈱、中部テレコミュニケーション㈱、
㈱トークネット、西日本電信電話㈱、㈱日本緊急通報サービス、東日本電信電話㈱、
楽天モバイル㈱、Coltテクノロジーサービス㈱、KDDI㈱、㈱QTNet、㈱STNet、
ZIP Telecom㈱

網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

次に掲げるいずれかの方法（(1)に掲げる方法は、令和７年１月末日までに限
る。）により網間信号接続を行うこと。ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。
(1) 直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網（略）を介して第一種指
定電気通信設備と接続する方法
(2) 全ての網間信号接続対象事業者とインターネットプロトコルを使用して直接接
続する方法（ＥＮＵＭ方式に限る。）

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

番号ポータビリティについては、次のとおりとする。
１ 令和７年１月末日までに、固定電話番号の指定を受けた電気通信事業者
（略）の相互間で、番号ポータビリティを可能とし、そのために必要な措置を講
ずること。
２ 略

番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

41,992万 23,162万 5,544万 23.9％



項目 内容
利用事例 付加的なサービス（着信課金機能、特定者向けメッセージ蓄積・再生機能、

大量呼受付機能、統一番号機能、情報料代理徴収機能）
番号構成 着信課金機能 ０１２０ＤＥＦＧＨＪ

０８００ＤＥＦＧＨＪＫ
特定者向けメッセージ蓄積・再生機能 ０１７０ＤＥＦＧＨＪ
大量呼受付機能 ０１８０ＤＥＦＧＨＪ
統一番号機能 ０５７０ＤＥＦＧＨＪ
情報料代理徴収機能 ０９９０ＤＥＦＧＨＪ

令和４年度末の使用状況

付加的役務電話番号（利用者設備識別番号） 1/2 6

番号構成 番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

0120 100万 99万 50万 50.8％
0800 1,000万 292万 29万 9.8％
0170 100万 0 0 0％
0180 100万 0.9万 0.05万 5.2％
0570 100万 11万 2万 18.2％
0990 100万 0.2万 0 0％
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項目 内容
番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

着信課金機能 ５者 ※ 五十音、A～Z順

㈱アイ・ピー・エス・プロ（※2025年4月サービス提供開始予定）、
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱、
ソフトバンク㈱、楽天モバイル㈱、KDDI㈱

特定者向けメッセージ
蓄積・再生機能

無

大量呼受付機能 １者 ※ 五十音、A～Z順

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱
※2023年6月末サービス終了済み、今後番号を返却予定

統一番号機能 ２者 ※ 五十音、A～Z順

㈱アイ・ピー・エス・プロ（※2025年4月サービス提供開始予定）、
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱、
ソフトバンク㈱ ※2023年6月末サービス終了済み、今後番号を返却予定

情報料代理徴収機能 ２者 ※ 五十音、A～Z順

西日本電信電話㈱、東日本電信電話㈱
網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網を介して第一種指定電気通信設
備と網間信号接続を行うこと。ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

なし。



項目 内容
利用事例 IoT機器等
番号構成 ０２０ＣＤＥＦＧＨＪＫ（Cは0,4を除く）

０２００ＤＥＦＧＨＪＫＬＭＮ ※020C番号の枯渇対策として創設
令和４年度末の使用状況

番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

020C （11桁）の指定事業者は４者 ※ 五十音、A～Z順

沖縄セルラー㈱、ソフトバンク㈱、KDDI㈱、㈱NTTドコモ
0200 番号（14桁）の番号指定事業者は５者 ※ 五十音、A～Z順

沖縄セルラー㈱、ソフトバンク㈱、楽天モバイル㈱、KDDI㈱、㈱NTTドコモ
網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

直接又は他の電気通信事業者の網を介して第一種指定電気通信設備との間でデータ
伝送携帯電話番号に係る呼の接続を行わないこと。

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

なし。

データ伝送携帯電話番号（利用者設備識別番号） 8

番号構成 番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

020C 8,000万 4,650万 3,053万 65.7％

0200 1,000,000万 2,180万 664万 30.5％
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項目 内容
利用事例 携帯電話サービス
番号構成 ０７０ＣＤＥＦＧＨＪＫ

０８０ＣＤＥＦＧＨＪＫ
０９０ＣＤＥＦＧＨＪＫ
（Cは0を除く）

令和４年度末の使用状況

番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

５者 ※ 五十音、A～Z順

沖縄セルラー㈱、ソフトバンク㈱、楽天モバイル㈱、KDDI㈱、㈱NTTドコモ
網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

次に掲げるいずれかの方法（(1)に掲げる方法は、令和７年１月末日までに限
る。）により網間信号接続を行うこと。ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。
(1) 直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網（略）を介して第一種指
定電気通信設備と接続する方法
(2) 全ての網間信号接続対象事業者とインターネットプロトコルを使用して直接接
続する方法（ＥＮＵＭ方式に限る。）

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

番号ポータビリティについては、次のとおりとする。
音声伝送携帯電話番号の指定を受けた電気通信事業者（略）の相互間で、番号ポー
タビリティが可能であること。ただし、音声伝送携帯電話番号をデータ伝送役務及
びショートメッセージサービスのみの用に供する場合を除く。

番号構成 番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

070
080
090

27,000万 25,610万 18,414万 71.9％



項目 内容
利用事例 ポケベル
番号構成 ０２０４ＤＥＦＧＨＪＫ

令和４年度末の使用状況

番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

０者

網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網を介して第一種指定電気通信
設備と網間信号接続を行うこと。ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

なし。

無線呼出番号（利用者設備識別番号） 10

番号構成 番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

0204 1,000万 0 0 0％



項目 内容
利用事例 IP電話サービス
番号構成 ０５０ＣＤＥＦＧＨＪＫ

（Cは0を除く）
令和４年度末の使用状況

番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

20者 ※ 五十音、A～Z順

アイテック阪急阪神㈱、㈱アイ・ピー・エス・プロ、
アルテリア・ネットワークス㈱、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱、
㈱エネコム、㈱オプテージ、㈱コムスクエア、ソフトバンク㈱、
中部テレコミュニケーション㈱、㈱トークネット、㈱ハイスタンダード、
フリービット㈱、㈱メディアアドベンチャー、楽天モバイル㈱、
Coltテクノロジーサービス㈱、KDDI㈱、㈱NTTドコモ、㈱QTNet、㈱STNet、
ZIP Telecom㈱

網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網を介して第一種指定電気通信
設備と網間信号接続を行うこと。ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

なし。

特定IP電話番号（利用者設備識別番号） 11

番号構成 番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

050 9,000万 2,409万 967万 40.1％



電気通信番号の使用状況（主な電気通信番号） 12

＜出典＞ 総務省報道発表 令和5年9月20日



項目 内容
利用事例 一つの端末、一つの電話番号で固定電話としても携帯電話としても利用可能なサー

ビス
番号構成 ０６００ＤＥＦＧＨＪＫ
令和４年度末の使用状況

番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

０者

網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網を介して第一種指定電気通信
設備と網間信号接続を行うこと。ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

なし。

FMC電話番号（利用者設備識別番号） 13

番号構成 番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

0600 1,000万 0 0 0％



項目 内容
利用事例 ガスメータ情報送信
番号構成 ０９１ＣＤＥから始まる13桁を超えない十進数字
令和４年度末の使用状況

※ 番号容量は最大桁数（13桁）時の数値。

番号指定事業者
（令和６年６月27日時点）

１者
ライフリンク㈱

網間信号接続の方法に
関する使用条件
【検討課題①関係】

直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網を介して第一種指定電気通信
設備と網間信号接続を行うこと。ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。

番号ポータビリティに
関する使用条件
【検討課題②関係】

なし。

特定接続電話番号（利用者設備識別番号） 14

番号構成 番号容量 指定数 使用数 使用率(使用数÷指定数)

091 100,000万 1万 0.003万 0.3％



２ 事業者間における
網間信号接続の在り方

15



網間信号接続について 16

電気通信番号の種別 網間信号接続に関する条件
固定電話番号・音声伝送携帯電話番号 次に掲げるいずれかの方法（(1)に掲げる方法は、令和７年１月末日までに限る。）により網間信号接続を行うこと。

ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。

(1) 直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網（当該網に係る当該電気通信事業者の電気通信回線設備
について、固定電話番号を使用して※電気通信役務を提供するための電気通信設備に適用される事業用電気通信
設備の自己確認を行っているものに限る。）を介して第一種指定電気通信設備と接続する方法
※ 音声伝送携帯電話番号の網間信号接続に関する条件においては、「音声伝送携帯電話番号を使用して」

(2) 全ての網間信号接続対象事業者とインターネットプロトコルを使用して直接接続する方法（ＥＮＵＭ方式に限る。）

付加的役務電話番号・無線呼出番号・特定IP電話
番号・FMC電話番号・特定接続電話番号・事業者
設備識別番号・付加的役務識別番号

直接又は他の電気通信事業者（一の者に限る。）の網を介して第一種指定電気通信設備と網間信号接続を行うこと。
ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。

 電気通信番号計画（令和元年総務省告示第6号） 抜粋

(1)第一種指定電気通信設備と
接続する方法

(2) インターネットプロトコルを使用して
直接接続する方法

＜出典＞情報通信審議会 電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会（第37回）資料37-2

※1 網間信号接続：中継系伝送路設備を用いた接続

※2 第一種指定電気通信設備 : 電気通信事業法（昭和59年法律第86号）
第33条第1項に規定する第一種指定電気通信設備

※3 網間信号接続対象事業者 : 固定電話番号又は音声伝送携帯電話番
号のいずれかの指定を受けた電気通信事業者（令和6年3月末時点：21者）

※4 ＥＮＵＭ方式：TTC標準ＪＪ90．30及びTTC標準ＪＪ90．31に基づく網間信号
接続の方式

※5 POI (Point of Interface) : 事業者間の相互接続点



ENUM方式について 17

＜出典＞情報通信審議会
「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申



事業者アンケート 18

 検討課題１「事業者間における網間信号接続の在り方」について、利用者設備識別番号（IMSI以外）の指
定を受ける電気通信事業者27者に対しアンケートを実施。

 なお、アンケート項目については、第33回会合における今後の進め方に基づき事務局にて作成。

株式会社アイ・ピー・エス・プロ 株式会社日本緊急通報サービス
アイテック阪急阪神株式会社 株式会社ハイスタンダード
アルテリア・ネットワークス株式会社 東日本電信電話株式会社
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 フリービット株式会社
株式会社エネコム 株式会社メディアアドベンチャー
大江戸テレコム株式会社 ライフリンク株式会社
沖縄セルラー電話株式会社 楽天モバイル株式会社
株式会社オプテージ Coltテクノロジーサービス株式会社
株式会社コムスクエア KDDI 株式会社
株式会社三通 株式会社 NTTドコモ
ソフトバンク株式会社 株式会社 QTnet
中部テレコミュニケーション株式会社 株式会社 STNet
株式会社トークネット ZIP Telecom 株式会社
西日本電信電話株式会社

アンケート実施事業者（27者）一覧 ※五十音、A～Z順



アンケート項目 19

検討課題 問 質問内容

検討課題１

問１－１ 固定電話番号及び音声伝送携帯電話番号については、ENUM方式に係る内容は残しつつ、
電気通信番号計画全体の整合を踏まえた表現とすることが適当と考えられるが、何か意見はあるか。

問２－１

以下で掲げる電気通信番号（付加的役務電話番号、無線呼出番号、特定IP電話番号、
FMC電話番号、特定接続電話番号）の将来的な使用の見通しについて、どのように考えているか。
※１ 指定を受けている場合は、増加・現状維持・減少（指定解除含む）について記載
※２ 指定を受けていない場合は、今後の指定希望の有無とその時期について記載

問２－２
２－１に掲げる電気通信番号の番号ポータビリティの必要性をどのように考えているか。
※ 指定を受けている場合、もしくは今後指定の希望がある場合のみ回答

問２－３

２－１に掲げる電気通信番号の番号ポータビリティの必要性がある場合、
その方法について言及する必要はあるか（ENUM方式に限る必要はあるか）。
また、その理由は何か。

※ 指定を受けている場合、もしくは今後指定の希望がある場合のみ回答



結果概要(検討課題１ 事業者間における網間信号接続の在り方) 20

項目 意見なし(賛同含む) 意見あり

網間信号接続の在り方について 25者 2者(NTT東西)

 事業者間における網間信号接続の在り方については、賛同を含め意見なしとした者が多数であった一方、
一部の者より意見が得られた。

主な意見

• POIビルが第一種指定電気通信設備になったことを受け、IP化以前の表現との親和性を高める見直しに賛同
• IP網への移行や通信事業者間の相互運用性を促進するための重要な技術であり、電気通信番号計画全体の
整合性を維持しながら、競争を促進し、ユーザーの利便性を向上させることが可能となるため、適切なアプローチ
である

• IP網移行後は全ての網間信号接続対象事業者と直接接続する方法が事業者間で合意形成されているため、
事業者間合意の内容に沿った表現にしていただくことが望ましい

• 特に意見なし



結果概要(検討課題１ 事業者間における網間信号接続の在り方) 21

番号種別 将来の見通し
番号ポータビリティの必要性

必要 ENUM方式 不要

付加的役務
電話番号

• 概ね現状維持、やや
増加見込み

• 着信課金機能
(0120/0800番号)に
ついては新たな指定を
希望する事業者あり

• 指定可能数のひっ迫に
ついて懸念あり

５者
• 利用者利便の観点

• ENUM方式に限定
する・しないについては
意見が分かれていた

22者
• 0120/0800番号は既に事業者間において番号
ポータビリティを実現しており、電気通信番号計画で
の規定化までは不要と考える

• 仕様変更と全事業者接続の対応に伴う追加コスト
が懸念

特定IP
電話番号

• 事業者によって意見が
分かれていた

• 急激な変化を考えてい
る者はいなかった

５者
• 利用者利便の観点
• 番号ポータビリティが可能に
なれば、市場促進につなが
ると考える

• 固定電話番号と同
様にENUM方式に限
定する意見が大半で
あった

22者
• 固定電話番号と比較すると、利用者のニーズはそこ
まで高くはない

• 番号ポータビリティがあることは良いが、システム開発
等の負担により利用者への負担増が考えられ、メリッ
トよりもデメリットが上回ると考える

無線呼出番号、
FMC電話番号、
特定接続電話
番号

• 指定を受けている事業
者は増加見込み

• 新たなに指定を希望す
る事業者はいなかった

0者 • 意見なし 27者

(主な意見を記載)

 固定電話番号、音声伝送携帯電話番号以外の利用者設備識別番号における番号ポータビリティの必要性及び
ENUM方式に定めに関する考えについては、多くの者から不要との回答が得られた一方、一部の者から必要との回答
が得られた。



IP網への移行完了後の設備構成と通信（第34回番号政策委員会 NTT東西発表資料） 22

＜出典＞第34回番号政策委員会 資料34-２「IP接続への移行に伴う 接続形態の変更について」
東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社説明資料 抜粋



各番号種別の現状 23

番号種別 機能
指定事業者
※令和６年
６月14日時点

番号使用状況
※令和４年度末時点 番号ポータビリティ

の必要性
ENUM方式
の必要性

新規指定
の意向番号指定率

（指定数/番号容量）
番号使用率

（使用数/指定数）

付加的役務
電話番号

着信課金機能
(0120/0800)

５者 0120：99.2%
0800：29.2%

0120：50.8%
0800： 9.8%

必要：５者
不要：22者

必要：４者
不要：23者

４者

特定者向けメッ
セージ蓄積・再生
機能(0170)

無 0% 0% 無

大量呼受付機能
(0180)

１者
（返却予定） 0.9% 5.2% 無

統一番号機能
(0570)

３者
（１者返却予定） 11.4% 18.2% ４者

情報料代理徴収
機能(0990)

２者 0.2% 0%
※常時使用せず

無

特定IP
電話番号 20者 26.8% 40.1%

必要：５者
不要：22者

必要：5者
不要：22者 ２者

無線呼出番号 無 0% 0% 無 無 無

FMC電話番号 無 0% 0% 無 無 無

特定接続電話
番号

１者 0% 0.3% 無 無 無



番号ポータビリティについて規定する場合と規定しない場合の違い 24

規定する場合 規定しない場合

新規参入時

 番号ポータビリティへの対応有無に関する各社と
の調整は不要

 初期投資・運用コストを前提に事業計画が立て
られる

 番号ポータビリティへの対応有無に関する各社との
調整（窓口となる事業者が存在する場合はその
事業者を介した調整）が必要

 初期投資・運用コスト次第では、番号ポータビリティ
を実施しない可能性あり

設備投資
必須
（既存事業者にとっては負担が大きい）

番号ポータビリティに対応する場合のみ必要

開始時期 原則、サービス提供開始時点から対応 事業者間合意が得られた後に対応

利用者利便 自らに適したサービスを自由に選択・変更が可能 ポータビリティが行われていない場合、契約後のサービス
変更が困難



３ 固定電話番号における
番号ポータビリティの在り方

25



事業者アンケート 26

 検討課題２「固定電話番号における番号ポータビリティの在り方」について、利用者設備識別番号（IMSI以
外）の指定を受ける電気通信事業者27者に対しアンケートを実施。

 なお、アンケート項目については、第33回会合における今後の進め方に基づき事務局にて作成。

株式会社アイ・ピー・エス・プロ 株式会社日本緊急通報サービス
アイテック阪急阪神株式会社 株式会社ハイスタンダード
アルテリア・ネットワークス株式会社 東日本電信電話株式会社
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 フリービット株式会社
株式会社エネコム 株式会社メディアアドベンチャー
大江戸テレコム株式会社 ライフリンク株式会社
沖縄セルラー電話株式会社 楽天モバイル株式会社
株式会社オプテージ Coltテクノロジーサービス株式会社
株式会社コムスクエア KDDI 株式会社
株式会社三通 株式会社 NTTドコモ
ソフトバンク株式会社 株式会社 QTnet
中部テレコミュニケーション株式会社 株式会社 STNet
株式会社トークネット ZIP Telecom 株式会社
西日本電信電話株式会社

アンケート実施事業者（27者）一覧 ※五十音、A～Z順



アンケート項目 27

検討課題 問 質問内容

検討課題２

問３－１ 固定電話番号における電気通信事業者の相互間の番号ポータビリティについて、
番号ポータビリティが技術的に行えないケースとして、どのようなケースが考えられるか。

問３－２ ニーズがなく、固定電話番号における電気通信事業者の相互間の番号ポータビリティを実施する必要
がないケースとして、どのようなケースが考えられるか。

問３－３ 固定電話番号における電気通信事業者の相互間の番号ポータビリティについて、
そのほか考慮しておくべき事項はあるか。



結果概要(検討課題２ 固定電話番号における番号ポータビリティの在り方) 28

項目
回答事項の有無

主な意見
有 無

技術的に行うことができない
と考えられるケース 2者 25者 • P29参照

実施する必要がないと考え
られるケース ８者 19者

• 利用者が発番号を意識しないサービス（公衆電話、臨時電話
等）

• 付加的役務電話番号などのサービス呼の裏番号（利用者の端
末設備の識別に用いない番号）

• 提供エリア外地域

考慮しておくべき事項 ７者 20者
• 番号ポータビリティの受付時間について
• 番号ポータビリティの例外が認められるのであれば共有してほしい
• 番号利用者の状況（料金未納、利用停止中等）に応じた番号

ポータビリティの提供可否

 固定電話番号の番号ポータビリティが技術的に行えないケース及び実施する必要がないと考えられるケースについて、
複数の事業者から意見が得られた。

 また、固定電話番号の番号ポータビリティ実施にあたり、考慮しておくべき事項についての意見が複数の事業者から
得られた。



番号ポータビリティにおける技術的制約（第34回番号政策委員会 NTT東西発表資料） 29

＜出典＞第34回番号政策委員会 資料34-９「双方向番号ポータビリティにおける例外規定について」
東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社説明資料 抜粋



番号ポータビリティのニーズがないケース（第34回番号政策委員会 NTT東西発表資料） 30

＜出典＞第34回番号政策委員会 資料34-９「双方向番号ポータビリティにおける例外規定について」
東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社説明資料 抜粋


